
法における思考様式と自然科学における思考様
式の間のギャップを剔出し，両者の間の架橋の方
策を探ろう，という本特集の目論見に鑑みるとき，
私のような者に寄稿する資格があるのか甚だ心も
とない．新聞やテレビの裁判報道で「被告は，逮
捕後に容疑者として長時間の取調べを受けてい
た」とか「損害賠償請求を起訴した原告側の弁護
人が公判で主張するには……」というような言明
に遭遇する度に悲しくなるくらい，私は法律に首
まで浸かっているからである．「容疑者」はマス
コミ用語で，法律では起訴されるまでは「被疑
者」，起訴されると「被告人」であり，刑事訴訟
では「被告」や「容疑者」とは言わない．損害賠
償請求などの民事訴訟では「起訴」という刑事訴
訟用語ではなく「訴え提起」とか「提訴」と呼び，
代理人となった弁護士は「訴訟代理人」と呼ばれ
（「弁護人」は刑事訴訟用語），「公判」は刑事訴訟
であり民事訴訟では「期日」と呼ぶ．一般人から
見ればどうでもよいことであり，これらがいちい
ち気になること自体，自分が「法人」（法学部の学
生用語で，法律の勉強をしすぎた変人を茶化して
呼ぶ）になっているからだと自覚するからである．
ちなみに，英語やドイツ語などでは同じ用語を使
うので，昔の日本の民事訴訟法学者と刑事訴訟法

学者が異なる訳語を使っただけの話であり，「ど
うでもよい」と思う一般人の感覚のほうが正しい
良識であろう．なお，異なる分野で同じ原語が異
なる訳語で使いならわされている例は，「平衡」
と「均衡」などのように自然科学においても見ら
れるようである．
さて，刑事であれ民事であれ裁判で行われるこ
とは基本的には二つである．一つ目は主張され争
われた事実関係を証拠方法（証人や書証など）の取
調べによって確定する事実認定であり，二つ目は
認定された事実に法を適用して法的判断（判決）を
導く法適用である．裁判のこの基本構造は法律関
係者以外にとってもほぼ周知のことであろう．し
かし，事実認定と法適用において実際には何がな
されているか，そしてそれを法律家がどのように
説明するかは，自然科学者から見ると意外なこと
が多いであろう．

事実認定

『広辞苑』（岩波書店）の第六版によれば「事実認
定」とは，「裁判に必要な事実を認定すること．
日本では自由心証主義による．」とあるので「事
実認定」という言葉自体が既に法律用語であり日
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常用語ではないとされているようである．事実，
『法律用語辞典』（有斐閣）の第三版にも「事実の認
定」として出ており「訴訟又は公的機関による類
似の手続において，事件の内容である事実関係を
確定すること．例，「事実の認定は，証拠によ
る」（刑訴三一七）〔刑訴三一七〕．」とある．
自然科学的発想からは，事実とは認定するもの
ではなく証明するものであり，事実の証明とは，
事実命題の真偽値を決定する作業であり，より厳
密には，事実命題の真である確率を決定すること
を呼ぶのかもしれない．ただし数学において証明
とは，公理と推論規則から命題を演繹することで
あろうと思われ，自然科学におけるような対応説
（correspondence theory）的な，ある事実命題が
意味する事態がメタ言明で特定されているとして，
その事態が現実世界と対応しているならば真であ
り，対応していないならば偽である，とするよう
な発想とは異なっている．
法の世界において事実認定は裁判官の仕事であ
り，証明とは「裁判の基礎として認定すべき事実
について，それが存在したことの確からしさ（蓋
然性）が，証拠や経験則などによって，裁判官が
確信できる程度に　――　合理的疑いを抱かせない程
度に　――　裏付けられた状態をいう」とされる（新
堂幸司『新民事訴訟法』弘文堂，第四版，2008

年）．古典的な科学観のように客観的な，いわば
神の目から見た真偽の確定でもなく，また，トー
マス・クーン的な科学者集団による受容でもなく
（裁判官集団による受容？），担当裁判官の確信の
程度（心証）をめぐって定義される点が特徴的であ
る．もちろん，担当裁判官の心証と言っても，ま
ったく主観的で恣意的なものでは裁判の公正さを
担保できないので，「証拠」と「経験則」によっ
てその合理性と追証可能性を担保している．
「証拠」とは，対応説的な意味で，当事者の主
張する事実関係についての言明が実際の事実関係
と対応していることを示すものであり，自然科学
者には「アリバイ」とか「DNA鑑定」などを想
起すれば理解しやすいであろう．そして，証拠に
は当該事実命題を証明する上で「証拠力」（「証拠

価値」とも呼ばれる）の高いものと低いものがあ
る．たとえば，アリバイがあれば犯人でないこと
はほぼ確実であるが，目撃証人の証言などは記憶
の誤りや見間違えなどの可能性が高く，あまり証
拠力は大きくない．ここで注意するべきは，法の
世界では証拠力が高くても裁判において使えない
証拠が存在するということである．自然科学的発
想に立てば，真実発見に役立つものは何でも使う
べきであろうが，法の世界では真実発見がなされ
なくなるリスクを甘受してでも，正義や衡平や法
政策の観点から証拠を排除する場合がある．たと
えば，違法収集証拠の排除などである．ある証拠
方法が訴訟上で使える証拠方法たりうる資格のこ
とを「証拠能力」と呼び，違法収集証拠などは，
事実関係を解明するうえで役に立つもの（「証拠
力」があるもの）であっても裁判では使えないこ
とを，「証拠能力がない」と表現する．
違法収集証拠の排除則などの例外を除けば，証
拠や証拠力の概念と意義は自然科学におけるそれ
とそれほど齟齬はないと思われるが，「経験則」
のほうはかなりのギャップがあると思われる．法
の世界では事実認定とは「心証形成」であるとさ
れ，担当裁判官の主観的確率判断（「心証」と呼ば
れる）を，自己の側に有利に導く作業を立証ない
し証明と呼ぶ．心証形成は法の世界では経験則三
段論法によって説明される．経験則とは自然科学
や社会科学の知見について，その確率を無視して
ゼロか 1に看做して定式化したものであり，法の
ルールと同様に，if-then clauseで考えられる．
すなわち，

経験則：Ａ　⇒　Ｂ
証拠命題：ａ
 結論命題ｂ

という「経験則三段論法」で説明される．ただし，
経験則の条件命題 Aに証拠命題 aが該当するこ
と（A2a）が前提となっているとともに，経験則
の帰結命題 Bに結論命題 bが該当すること（B2 

b）が前提となっているが，これらの前提は経験
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則の適用の場面ではあまり問題とならない．この
経験則三段論法の例を創作すれば，たとえば，

　経験則：Ａ　 「凶器に付着した，被害者以外の
者の体液と，被疑者の体液とが
DNA鑑定で一致する」　

　　　⇒　Ｂ　 「凶器を用いた者と被疑者は同一
人物である」

　証拠命題：ａ 「本件事件の凶器に付着した，被
害者甲以外の者の体液と，本件被
疑者乙の体液とが DNA鑑定で一
致した」

結 論命題ｂ「本件事件の凶器を用いた者と本件
被疑者乙は同一人物である」

のようになろう．
このような素朴な三段論法モデルのままでは，
複数の証拠が積み上げられた場合にどうなるのか
をモデル化することが困難である．たとえば，証
拠命題 aと証拠命題 alが提出された場合は，経
験則「A⇒B」と経験則「Al⇒B」の相互関係が問
題となり，その時にどうやって「Aかつ Al⇒
Bl」を形成できるのか，その際の Bと Blの関係
はどうなるのか，などの理論的説明は示されない．
また，「現場検証の際に被疑者乙が，本件凶器を
触って怪我をして血が付着した」などの事実が主
張されたときにこの経験則がどうなるかもはっき
りしない．この場合に，経験則「A⇒B」が適用
できなくなるのか，それとも証拠命題 aの証拠力
が削がれるのか，経験則「A⇒B」が経験則「A

⇒たぶん B」のようになるのか，理論的説明はな
い．
そもそも，経験則が「ほぼ確実に」「たいてい
の場合に」「しばしば」「時として」「たぶん」「お
そらく」などの確率的判断を含む場合にはどうな
るかが問題である．これらの確率的判断が経験則
の条件命題を「限定語（qualifier）」として修飾す
る場合にはそれほど問題はないであろう．たとえ
ば，経験則「たぶん（A）⇒B」とか経験則「Aの
確率が a％⇒B」の場合，結論命題 bはそのまま

である．確率的判断が経験則の帰結命題を限定語
として修飾する場合にもそれほど問題はないであ
ろう．たとえば，経験則「A⇒たぶん（B）」とか
経験則「A⇒Bの確率は a％」の場合，結論命題
bが確率的結論命題 blとなるだけであろう（例:

「たぶん bである」とか「bの確率は a％」など）．
ただし，確率的判断が条件命題と帰結命題とを限
定語として修飾する場合には（例：経験則「たぶ
ん（A）⇒おそらく（B）」），裁判官にとってあまり
説得力が感じられないかもしれない．しかし経験
則「A⇒B」のときに証拠命題 aのほうが確率的
証拠命題 alとなった場合（例:「たぶん aである」），
結論命題 bも「たぶん bである」となるか否か
は一概に言えないであろう．
さらにふたつ以上の経験則が使われる場合（証
拠が複数ある場合はこれが通常であろう），たと
えばふたつの証拠命題 a1と a2が真であるとわか
って，経験則「A 1⇒たいてい B」と経験則「A 2

⇒たいてい B」が競合して適用できる場合に，
「A 1かつ A 2⇒Q（B）」の限定語 Qが「ほぼ確実」
となるのか「たぶん」のままなのか，などについ
ては理論的な説明は経験則三段論法モデルからは
出てこない．
にもかかわらず，このような単純化モデルによ
って説明される経験則と証拠から形成される裁判
官の「心証」は確率的判断である．そして，その
心証がどの程度であれば認定してよいかについて
の基準を「証明度」と呼ぶが，刑事訴訟では「合
理的疑いを容れない程度（beyond a reasonable 

doubt）の確実性」が基準とされ，民事訴訟では
「社会の通常人が日常生活においてその程度の判
断を得たときは疑いを抱かずに安心して行動する
であろう」程度の「高度の蓋然性（8割方確かで
あるとの判断）」と説明されることが多い（中野貞
一郎・松浦馨・鈴木正裕（編）『新民事訴訟法講
義』有斐閣，第二版補訂版，2006年，351頁な
ど）．しかし，なぜ刑事裁判では「合理的疑いを
容れない程度の確実性」が証明度であり，民事裁
判では「高度の蓋然性」が証明度たるべきかの合
理的説明はあまりない（ちなみにアメリカ合衆国
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の民事訴訟での証明度は「証拠の優越（prepon-

derance of evidence）」（50％とか 60％を超える
確実性を指すとされることが多い）であり日本の
民事訴訟の証明度よりも低いとされる）．
以上の事実認定の法律学における説明について
は，自然科学者，とりわけ統計的意思決定理論を
知っている科学者から見ると，非常に奇妙に思え
るであろう（以下についての詳細は，太田勝造
『裁判における証明論の基礎　――　事実認定と証明
責任のベイズ論的再構成』弘文堂，1982年; 太
田勝造「民事訴訟法と確率・情報理論　――　証明
度・解明度とベイズ決定方式・相互情報量」『判
例タイムズ』598号 203頁～220頁，1986年; 太
田勝造『社会科学における理論とモデル 7　法
律』東京大学出版会，2000年など参照）．確実さ
の程度，ないしある事実命題の真である確率判断
を心証と呼ぶことは問題がないであろうが，確率
判断と位置づける以上は確率の公理を満たすもの
として定式化されなければならないことになる．
合理的な心証が確率の公理を満たすとすれば，心
証形成の過程は事前確率が証拠の集積によって事
後確率へと変化してゆくプロセスとしてモデル化
されることになる．こうして合理的にモデル化す
ると，前記の経験則三段論法はほとんどナンセン
スなモデル化であることになってしまうであろう．
経験則「A⇒B」の命題 Bが確率 1の命題である
とすれば，現実の事実命題で確率 1となることは
例外中の例外であるし，そもそも証明したい事実
命題たる結論命題 b（法律では「要証事実」とか
「要証命題」と呼ばれる）の事前確率なしには事後
確率は決定できない．
統計的意思決定理論からは，①「事実命題 bが
真であるときに当該証拠 aが存在する確率」と，
②「事実命題 bが偽であるときに当該証拠 aが存
在する確率」の比の値（①/②）が 1より大きけれ
ば要証命題 bの事後確率は事前確率よりも高く
なり，逆であれば低くなることが確率の公理から
簡単に導かれるのであるが，上記の経験則「A⇒
B」にはこのような考慮は一切なされていないの
である．なお，この比の値（①/②）は証拠力に相

当すると解釈できるが，非常に高い証拠力の証拠
が存在しても，事前確率が非常に小さければ，事
後確率はあまり高くならないことが起きることは
中学生レヴェルの確率論（ベイズの定理）から簡単
に示すことができる（だから事前確率がなければ
事後確率は決定できない）．
また，心証がどの程度であれば認定してよいか
についての基準である証明度の決定についても統
計的意思決定理論を知っている者には，前記の法
律の分野の説明は，常識的にも見えるが結局は恣
意的な結論を述べている以上のものではないと見
えるであろう．統計学や検査理論の枠組みから見
れば，証明度の決定とは，事実命題に真の値ない
し偽の値を付与仕分けるための分岐点の確率値の
決定問題として定式化されるであろう．そうなれ
ば，偽陽性のリスクと偽陰性のリスク（統計学で
はタイプ I過誤のリスクとタイプ II過誤のリス
ク）を比較して分岐点確率値を決定することが合
理的であるということになる．
これを刑事裁判の文脈で言えば，偽陽性とは無
実の者を有罪と判断して処罰することのリスクで
あり，偽陰性とは真犯人に対して無罪判決をして
自由にしてしまうことのリスクである．民事裁判
の文脈で言えば，偽陽性とは無権利の原告に勝訴
判決をして正しい被告を敗訴させることのリスク
であり，偽陰性とは権利のある原告に敗訴判決を
して正しくない被告を勝訴させることのリスクで
ある．これらのリスクを比較することから証明度
が決定されるべきであるが，法律の分野でこのよ
うな偽陰性と偽陽性の考え方（ないしタイプ I過
誤とタイプ II過誤の考え方）はあまり使われない．
逆に，民事訴訟では証明度が，アメリカ合衆国
民事訴訟の証拠の優越のように低いものであるべ
きではなく，高度の蓋然性（確率）でなければなら
ない根拠として，「真実発見」が援用されること
があるが，この議論などは偽陽性と偽陰性の区別
をまったく無視した議論であることは明白であろ
う（証明度が高く設定されるほど，偽陰性の過誤
が生じやすくなるので真実発見に反する結果とな
る）．ただし，刑事訴訟における証明度として合
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理的疑いを容れない確実さを求める根拠として
「10人の真犯人を逸しても，1人の無辜の者を罰
するなかれ」とか「100人の罪人を放免するとも，
1人の無辜の民を刑するなかれ」などの法諺が援
用されることがあり，この考え方はまさに偽陽性
と偽陰性の比較にもとづく証明度決定であるとい
うことができる．
以上見てきたように，事実認定についての法律
家の説明は，現代の社会科学や自然科学の理論と
知見をまったく無視したいわば「ガラパゴス諸島
のウミイグアナ」のようなものであると，自然科
学者の目には見えるであろう．

法適用

裁判において法を適用するとは，事実認定によ
って確定された事実関係について，法を当てはめ
て法的結論を導く作業をいう．この法適用の過程
は法的三段論法で説明されることが通常である．
この場合，法命題は究極的には，通常は事実関係
を示す法律要件と権利義務の発生・変更・消滅な
どの法律効果とを「ならば（⇒）」で結合させた
if-then clauseに整理できるとして，

法命題：法律要件Ａ　⇒　法律効果Ｂ
事実命題：ａ
 　法的結論命題ｂ

という定式化がなされ「法的三段論法」と呼ばれ
る．ただし，法律要件 Aに事実命題 aが該当す
ること（A2a，これは法律の分野では「事実命題
aは法律要件 Aに 「包摂（subsume）」 される」 と
表現する）が前提となっているとともに，法律効
果 Bに法的結論命題 bが該当すること（B2b）が
前提となっている．後述のように，経験則の場合
とは異なり，これらの前提こそ法的三段論法の最
大の問題点である．
さて，この法的三段論法の例を構築すれば，た
とえば，

法命題（刑法第 199条）：法律要件 A「人を殺し
た」　⇒　法律効果 B「死刑又は無期若しく
は五年以上の懲役に処する」
事実命題：a「本件事件の被告人甲は被害者乙
を殺害した」

 法的結論命題 b「被告人甲を，死刑に処する」

というようになる．ここで，具体的な事実命題 a

は法律要件 Aに該当する（包摂される）事実であ
り，民事訴訟の場合は「主要事実」と呼ばれる．
これだけを見ると，法規範は明確で法適用は客
観的で，どの裁判官が担当となっても同じ結論
（判決）に至るという気がしてくるかもしれない．
事実，そのような説明がなされたこともかつてあ
り，「裁判オートマトン説」とか「裁判自動販売
機説」と呼ばれた．事実という名のコインを入れ
れば，常に同じ商品（判決）が出てくるという趣旨
である．このような考え方は機械的法適用を非難
するためではなく，裁判官によって異なる判決が
出ること，とりわけ裁判官が賄賂をもらって歪ん
だ判決をすることを防止するものとして賞賛され
た考え方である．さらに，経験則三段論法の場合
と異なり，法規範命題はいわばゼロ・1ベースで
人間が構築する命題であるので，「たぶん（法律要
件 A）⇒法律効果 B」というような不確実な要件
に法律効果を結びつける法命題が定立されること
はほとんどないとともに，「法律要件 A⇒たぶん
（法律効果 B）」というような不確実な権利義務を
定める法命題が定立されることはない．
しかし，このような法律家による法適用のモデ
ル化には少なくとも二つの問題点がある．一つ目
の問題点は，複数の法律要件が法律効果をもたら
す条項の場合，例えば，

法命題：法律要件①　かつ　法律要件②　かつ
　法律要件③　⇒　法律効果

のような法命題の場合，法律要件①から法律要件
③までを同じ重み付けでゼロ・1で法律効果と結
びつけることになるこのモデルの妥当性の問題で
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ある．法律要件①は重要なのでこれに該当する
（包摂される）主要事実①の存否が法律効果の可否
に直結するが，法律要件③はそれほど重要でない
ので主要事実③が法律要件③に該当する程度が低
くても，総合判断として法律効果を認める，とい
うような総合評価がこのモデルでは排除されるこ
とになる．しかし，社会的妥当性の見地からは，
そのような総合評価が必要となる場合があるとい
う問題である．
法律家もこの問題には気づいていて，一般条項
とか規範的要件という概念を立てて対処している．
総合評価が当該法律効果の可否にとって重要であ
る場合，中間項ないし媒介項として「正当事由」
とか「過失」などの抽象的概念を法律要件に設定
するのである．すると，正当事由があるか否か，
過失が認められるか否か，というゼロ・1の判断
の枠組みを維持したまま，これら抽象的価値概念
による総合評価を，その法律要件の判断に必要な
複数の主要事実の総合評価に委ねる，という戦略
である．これでゼロ・1の判断の外形を維持しつ
つ，総合評価を法的判断に持ち込むことができる
が，判断プロセスの説明としては，社会科学の観
点からは単なる詭弁でしかない．
先述のような法律家による法適用のモデル化の
二つ目の問題点は，「包摂」という概念に内在し
ている．ある事実が問題の法律要件に該当する主
要事実と言えるか，それとも重要ではないその他
の事実に過ぎないのかの判断は，それ自体が法的
判断（社会的価値判断）である．したがって，アリ
ストテレスの三段論法，

大前提：すべての人間は死ぬ．（6x,　xは人
間である．⇒　xは死ぬ．）
小前提：ソクラテスは人間である．
 結論：ソクラテスは死ぬ．

のように妥当な推論に外形は似ているが，法的三
段論法における「包摂（subsumption）」は形式論
理学的には成立しないのである．つまり，論理学
の三段論法は引数 xに「ソクラテス」を代入す

れば自動的に結論が出てくるが，法的三段論法は
そのような操作が不可能である．事実命題 aが法
律要件 Aに包摂されるか（該当するか）は形式論
理学の外の問題であり，法的価値判断に他ならな
いのである．この点は，たとえば不法行為（民法
709条）による損害賠償請求が認められるための
法律要件のひとつが「過失」であるが，どのよう
な行為が過失に当たるかは裁判で最も争われる法
的判断のひとつであることに鑑みれば明白であろ
う．
過失についての説明を，有斐閣の『法律学小辞
典』から引用すると「過失は，……自分の行為か
ら一定の結果が発生することを認識できたのに
（予見可能性の存在），不注意でそれを認識しない
心理状態と説明されてきた（心理状態説）．しかし，
判例は，……損害発生を回避するように行動しな
ければならない注意義務の違反と説明することが
多かった（……）ので，過失は単なる心理状態では
なく，予見可能性を前提に行為者に課される客観
的な行為義務（作為又は不作為）の違反であるとす
る説が通説となった．さらに近年は，……過失と
違法性を一元的にとらえる説（新過失論……）が有
力になっている．過失はまた，故意に対する語と
して用いられるが，故意を含むと解される場合も
ある……．」とある．ある行為が，このような意
味での「過失」に包摂されるか（該当するか）否か
の判断はきわめて高度に法的価値判断でしかあり
えない．法的三段論法によって，形式論理的なす
っきりとした美しさをもつ客観的（間主観的）な判
断であるように法適用を説明することは，実はそ
れがこのようなドロドロとした法的価値判断その
ものであるという事実を隠蔽するものとなってい
るのである．
自然科学や社会科学の分野の者から見ると，法
規範を明確で具体的な内容にすればするほど，第
一に，人と社会に対する法的制禦としては，より
明確なメッセージを伝えることができて制禦の効
率性を高めることができるようになり（第一次制
禦，オブジェクト・レヴェル制禦の効率化），第
二に，人と社会に対する制禦装置である司法と行
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政に対して，その恣意的判断を排除して本来の目
的通りの法的社会制禦をよりよく実行させること
ができるようになる（第二次制禦，メタ・レヴェ
ル制禦の効率化）のであり，そのようなメカニズ
ムとして法適用を考えるであろう．法適用を形式
論理学的な法的三段論法で説明しようとする法律
家の発想の背景には，実はこのような考慮が暗黙
に横たわっているのかもしれない．
社会工学的な発想から見るとしかし，すべての
社会構成員の行為，すべての社会状態，およびす
べての社会問題について，立法者が最善の社会制
禦（最適解）を事前に判断して立法化することは不
可能である．そこで大まかな方針や原則を抽象的
な法命題の定立によって立法者が示し，個別具体
的な問題については司法や行政が「法の解釈」を
通じて社会制禦を具体化してゆくという，立法と
司法・行政の間のいわば「分業体制（division of 

labor）」を構築するほうが効率的である．このよ
うな「分業」は，立法がマクロな法創造を行い，
司法・行政がミクロな法創造である法の具体化を
「法の解釈適用」の名の下に行うというシステム
である．自然科学者から見れば，このような実態
に鑑みれば，裁判における法の解釈適用も，その
本質はミクロな法創造（立法）にほかならないこと
を正面から認めた上で，法創造の合理的モデルを
探求すべきであると感じられるであろう（そのよ
うな方向の私の研究については，太田勝造『民事
紛争解決手続論　――　交渉・和解・調停・裁判の理
論分析』信山社，1990年，新装版 2008年の第 2

章参照）．
以上見てきたように，法適用についての法律家
の説明は，現代の社会科学や自然科学の分野から
見れば，現実態の限られた側面をあたかも全体で
あるかのように誇張して説明するものである．自
然科学者の発想からは，法も社会制禦手段の一つ
であると位置づけて，より良い社会を導くような
法を定立し適用するにはどのような法適用モデル
を構築し，どのような法システムを設計すべきか
という視点から法を考えるべきだと感じられるで
あろう（そのような方向の実践として，太田勝造

（編著），尾城亮輔・川崎邦宏・喜多俊弘・護守卓
志・酒井雅弘・農端康輔・水町雅子・宮内宏・宮
永雅好（共著）『チャレンジする東大法科大学院生
　――　社会科学としての家族法・知的財産法の探
求』商事法務，2007年を参照）．

＊　　＊

本稿では，法における思考様式と自然科学にお
ける思考様式の間のギャップを剔出し，両者の間
の架橋の方策を探ろう，という本特集の目論見に
できるだけ沿うように，事実認定と法適用につい
ての法律学における説明をまず行い，それに対す
る問題点や疑問点を提示し，自然科学・社会科学
の観点からの批判や代替的説明理論を論じてみた．
事実認定において，主張事実を証拠に照らして
検証したり反証したりしつつ真実を解明しようと
する裁判官の営為は，本稿で説明した経験則三段
論法による法律家の説明よりも，むしろ科学哲学
におけるポパー流の反証可能性の理論に近い場合
も多いことは十分に承知している．ただし，反証
可能性の理論に対しては，確率論に対する初歩的
な誤解や無理解が内在しているとの批判も存在し
ている．筆者は科学哲学的には前期ポパーに近い
立場であるが，それと同時に確率論，とりわけ統
計的意思決定論の立場にたっており，本稿ではこ
のような筆者のスタンスが色濃く出てしまったか
もしれないことをお断りしておく．
法適用において，正義と公平に深いコミットメ
ントをなし，レヴェルの低い政策論議と高邁な法
解釈学とはまったく別物で，両者を混同するのは
無知無能の証拠であるというような法学について
の自己理解をともすると暗黙にも明示にも表明す
る法律学者の崇高な立場を，頭ごなしにブードゥ
ーイズムの典型であると暗黙に位置づけているか
のような説明をしてしまったと見える場合がある
かもしれない．法学の「脱神話化」を標榜する筆
者の立場が筆の走りをもたらしたかもしれないこ
とをお断りしておく．
本稿が，自然科学的な思考様式と，法的思考様
式の間の対話のための地均しとなることを祈念す
る次第である．
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